令和７年度用品（一般用品）の仕様の概要について
＜調達公告は、２月上旬を予定しています。＞
（注意事項）
	●　「別紙令和７年度用品入札品目一覧表（予定）」に記載の参考品以外の同等品（後継品を含む。）での入札を希望する場合（「入札区分　Ｄ　用紙類」を除く。）は、ホームページに添付している「参考品（同等品）提示　届出書」に「商品が必要な規格を満たしていることがわかる資料」及び「環境区分が確認できる資料」（カタログ等）を添付して、令和７年１月２４日（金）午後５時までに物品契約課に提出してください。
●　原則電子入札システムによる入札のみとします。（ただし、電子入札システムの故障等により物品契約課が認めた場合を除く。）
　　インターネット環境がないなどの理由により、電子入札システムを使用できない場合は、令和７年２月１２日（水）までに物品契約課に連絡していただくとともに、ホームページに添付している「紙入札申出書」を提出してください。


仕様の概要は以下のとおりですが、変更となる場合があります。
詳細は調達公告等を必ず確認してください。
１　入札品目
　　別紙「令和７年度用品入札品目一覧表（予定）」のとおりです。なお、購入予定数量はあくまでも予定であり、実際の購入数量は増減することがあります。
なお、「入札区分　Ｄ　用紙類」については、仕様詳細を別記に記載していますので必ず確認してください。
２　契約期間（予定）
　　令和７年４月１日（火）から令和８年３月３１日（火）まで

３　納入場所

　　　地区区分に応じた納入場所は次のとおりとする。

	地区区分
	納入場所

	本庁地区
	物品契約課（鳥取市東町一丁目２２０番地）

※事務機器については本庁各所属（約１００箇所）

	東部地区
	鳥取市、岩美郡、八頭郡に所在する県の出納機関（約５０箇所）

	中部地区
	倉吉市、東伯郡に所在する県の出納機関（約３０箇所）

	西部地区
	米子市、境港市、西伯郡、日野郡に所在する県の出納機関（約４０箇所）


４　発注及び納入期限
（１）発注は原則として毎月３回（毎月１日、１１日及び２１日前後）とするが、発注のない場合もあります。

（２）納入期限は原則、発注日の８開庁日後です。ただし、急を要する場合は総合事務センター所長が指定した日となります。

５　納品について
　　納品場所が物品契約課以外のものは、納品先の職員に納品書を提示し、検査表示を受けることになります。納品書は、代金の請求書と共に物品契約課にまとめて提出していただきます。

６　代金の請求

　　発注書ごとに、契約単価に発注数量を乗じて得た合計額に消費税及び地方消費税相当額を加算し、加算した額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てて得た額をもって請求金額とします。
７　その他
　　鳥取県議会令和７年２月定例会において本件調達に係る予算が成立しなかった場合は、落札決定を行わず、契約は行いません。
別記
「入札区分　Ｄ　用紙類」の仕様詳細
１　規格及び数量
（１）入札番号１「再生紙（ＰＰＣ）用紙　Ａ３　ほか」、入札番号２「再生紙　ホワイト　Ａ３　ほか」の規格について
　　　国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（グリーン購入法）（平成１２年５月３１日法律第１００号）第６条に基づく「環境物品等の調達の推進に関する基本方針」の別記２．紙類【情報用紙】（コピー用紙）の判断基準を満たすもの。なお、総合評価値は８０以上とする。

（２）入札番号３　内訳番号６～８「上質紙　１１０　Ａ４　ほか」の規格について

　　　国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（グリーン購入法）（平成１２年５月３１日法律第１００号）第６条に基づく「環境物品等の調達の推進に関する基本方針」の別記２．紙類【印刷用紙】（塗工されていない印刷用紙）の判断基準を満たすもの。なお、総合評価値は８０以上とする。（色上質紙を除く。）
（３）共通の品質について

　　　以下の条件をすべて満たすものであること。

　　ア　印刷時及び印刷後において、カール、しわ、波打ち、折れ等が発生しないこと。

　　イ　組織が均等かつ不透明で、両面とも印刷に適するものであること。

　　ウ　印刷時に用紙の紙送り及び紙詰まりが起こらないこと。

　　エ　用紙サイズごとにムラがないように入札番号の全サイズを同一メーカーの商品で統一すること。
（４）以下に掲げる不具合が頻発して発生した場合は、納入銘柄の変更を行うこと。なお、納入銘柄の変更を行う場合は、事前に鳥取県と契約業者で協議を行い、決定するものとする。

　　ア　鳥取県が使用する複合機、プリンター、軽印刷機、紙折り機、丁合機等において、紙送り及び紙詰まり等のエラーが多発する。

　　イ　インク・トナーが定着しない。

　　ウ　印刷時及び印刷後において、カール、しわ、波打ち、折れ等が多発する。

２　品質証明書等について
　　参考品以外で入札を行う場合は、製紙メーカー（卸業者ではない。）によって、総合評価値を示し、規格を満たすことを証明する書類（製紙メーカーが発行した品質証明書（鳥取県庁宛、鳥取県知事平井伸治宛又は納入業者宛）又は刊行物、ホームページ等で公表されている資料）の提出が必要となります。
